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はじめに
　長引く不況に加え、東日本大震災などの影響も被り、本学のみならず全国どこの大学においても今年の就職活動
は例年よりもさらに厳しさを増している。
　しかし、このように恒常化した就職氷河期においても、昨年、一昨年のデータを見ると様々な施策・努力によっ
て就職内定率90％台を達成している大学もある。必ずしも偏差値が高い有名大学であるというわけではない、地方
の小規模大学ｉで少なからず健闘している光る大学が存在するのである。その秘訣を学ぶことは、本学の就職支援対
策にとっても大いに有用であると考え、いくつかの地方大学のキャリアセンターにおいてヒアリングを行い、分析
と考察を加えたのが本報告である。どの大学でも担当者各氏は腹蔵なく現状や課題を語って下さり、本学と類似し
た課題を持ちつつも、積極的に現状打破の努力を行っている事実に感銘を受けた。すぐに実施できそうな項目もか
なりもあり、本学でも前向きに導入を検討して欲しいと考える。
＜事例１＞
【大学名】麗澤大学（れいたくだいがく）
【所在地】〒277－8686　千葉県柏市光ヶ丘２丁目１番１号
地方小規模大学における就職支援体制
―５つの事例から探る成功要因―
長岡大学経済経営学部准教授　　松　崎　陽　子
長岡大学経済経営学部准教授　　岸　本　徹　也
研究レポー ト
ｉ小規模大学…原則として在学学生数300名以下を指すが、本報告では施策の内容に重きを置き、学生数1,000名～ 3,000
名クラスの大学も含まれる。
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【沿　革】1935（昭和10）年　道徳科学専攻塾　開塾 
　　　　 1942（昭和17）年　東亜専門学校　開校
　　　　 1950（昭和25）年　麗澤短期大学開学
　　　　 1959（昭和34）年　麗澤大学外国語学部開学
　　　　 1992（平成４）年　国際経済学部開設
　　　　 1996（平成８）年　大学院言語学研究科、国際経済研究科（博士前期）を開設
　　　　 1998（平成10）年　大学院言語学研究科、国際経済研究科（博士後期）を開設
【在学学生数】
外国語学部 1,307 人
国際経済学部 66 人
経済学部 1,337 人
（2011年５月１日現在）
【就職実績】就職決定率
　外国語学部　　…　84.9％（就職決定者：202人、就職希望者：238人）
　国際・経済学部…　83.0％（就職決定者：137人、就職希望者：165人）
2011年４月１日現在
【ヒアリングによる分析と考察】
１．就職支援体制
・キャリアセンターの組織体制
　センター長１名…経済学部の教授、日本輸出入銀行の出身者
　副センター長２名…外国学部、経済学部からそれぞれ１名。事務職員８名…正社員は４名、３名は、嘱託（企業
　出身者で、定年退職後センターで雇用）１名は、非常勤嘱託（企業出身者）
・運営委員会（長岡大学の就職委員会にあたる組織）
　外国語学部から３～４名、経済学部から３～４名、ここに、センター長、副センター長を含めた、およそ10名の
　体制で、月一回の委員会を開催している。
２．企業との関係構築
　20年前に経済学部が開設された頃から企業回りを行い、関係の構築を始めた。同じ時期に就職支援センターも設
置された。
　企業回りは、主に民間企業出身者の嘱託社員３名が行っている。嘱託社員は、週に２日程度、非常勤嘱託は週に
１日ほど。正社員男性２名は、週に１日ほど（ただ最近は、学生の面談もあるので、なかなか企業回りが出来てい
ないのが実情である）。
　この嘱託社員と正社員の事務体制で、毎年およそ700社の企業を回っている。この他、センター長も企業回りをし
ており、１人で、100社から200社ぐらいを回っている。日本輸出入銀行出身者ということもあり、大手企業、特に
エネルギー関連企業に強いコネクションがある。
　インターネットの時代で、ネット上に企業情報はあふれているが、本当に重要な就職情報はそこにはない。キャ
リアセンターのスタッフが企業に直接足を運び、その企業の生の情報を収集している。
３．個別面談
　学生一人当たり、４～５回の面談を行っている。学生一人一人の興味・能力・価値観を理解しながら、顔と名前
が一致する対話を目指している。
　本当は、この面談に時間をかけたいが、さまざまな業務があるために、時間をなかなか割くことができなくなっ
てきている。
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　４年生の５月頃になってもキャリアセンターに来ない学生に対しては、センターから直接学生の携帯にキャリア
センターに来るようにと連絡を入れる。
　７月頃に、ゼミの教員を通じて、学生の就職状況を確認してもらう。
　10月、内定を取っていない学生、活動していない学生への対応
４．OB・OG訪問会on Campus
　７月（４年生対象、少し３年生）と12月（３年生対象）の年に２回、卒業生を大学に招待し、グローバルに活躍
する職業や学生が憧れる職業に就いているOB・OGから、仕事内容、成功・失敗談、苦労話などの体験談を話してもらっ
ている。
　毎回、卒業生が60人ほど集まる。訪問会の進め方は、最初、卒業生が１人ずつ自己紹介をする。その後、卒業生
ごとにテーブルを用意して、学生が聞きたい卒業生のところに集まって、話し合いの場が持たれる。
　学生は、卒業生からの会社や仕事の生の話を聞くことができるので、「働くこと」を現実的にイメージできるよう
になる貴重なイベントである。
５．キャリア教育科目
　全て選択科目である。センター長が全ての科目を１人で担当している。キャリア関連科目の導入を試みたが、う
まくいかず、結局、センター長が全て担当するということで実現できた。
　キャリア教育は1年次から配置されていて、３年生の２学期まで４段階で構成されている。
（1）「麗澤スピリットとキャリア」１年次…約80名が受講
　学習目標：建学の精神をもとに、キャリア形成に必要な学生生活のあり方を考察
　主な学習内容：大学の歴史、建学の精神、就職試験を使った基礎学力（SPIや聞き書きの練習）等
（2）「キャリア形成入門」２年次…約350名が受講
　学習目標：企業と就労の実態に関するイメージ形成
　主な学習内容：働き方の事例、雇用形態・給与体系と将来設計等
　卒業生を中心に地元の経営者や東洋経済の記者などのゲストスピーカーに登壇してもらっている。
（3）「キャリア形成研究」３年次…約200から300名が受講
　学習目標：労働市場に対する理解の促進と職業観の確立
　主な学習内容：就職戦線の現状、業種・企業・職種研究、エントリーシートの書き方等
（4）「キャリア形成演習」３年次…約300から350名が受講（３年生の約半分）
　学習目標：自己表現力やプレゼンテーション能力の向上
　主な学習内容：自己分析、面接トレーニング、履歴書・エントリーシートの書き方等
　ベネッセに委託して、11月～ 12月の集中講義としている。土曜日の１限から３限で、５日間。
（5）「ジェンダーとキャリア形成」１年～３年の２学期…約200名が受講
　外国語学部の女子学生が一番力があるのだが、就職先として大手を敬遠する傾向にあった。そこで、実際に働い
ている女性の方に講義してもらい、女子学生の意識を変えようと、この講座を設置した。
６．求人情報
　システム上にアクセスは、400～500人。
　SNSを使ったシステムは、今年の４月から導入されている。まずは、遊びから入って、アクセスすることを学生に
習慣づけようとしている。
　センターの職員が企業を回って、お薦め会社があれば、フラグを立ててそれをシステム上で明示している。
７．インターンシップ
　ａ．学部の企画　
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　　　外国学部…留学、海外ボランティア
　　　経済学部…企業実習（３単位、半期の授業、２週間の実習）
　ｂ．就職センターの企画
　　　夏休みの２週間（３年生）
　　　長期インターンシップ
　　　昨年から始めた。大学がスポンサーになっていることもあり、柏レイソルに学生を10名送っている。半年の
　　　インターンシップ。レイソルの試合会場の放送やイベント等々の仕事をやっている。
　　　他の企業に２名。学生、大学、企業の３者が共に得るものがあるような仕組みを作ることが肝要である。
　インターンシップの参加は、全体3,000人の学生、１％ぐらいの参加率。３年生は、600人いて、30人ぐらいがイン
ターンシップに参加している。
　意識の高い学生は、外部の大学が関与していないインターンシップに行っている。
８．その他
筆記試験対策
　10月～１月にSPI対策を行っており、SPIの対策本の著者を外部講師にして、３年生を対象にした10回コースを開
催している。参加費は1000円。
　４年生で就職に決まった学生が、就職アドバイザー（ボランティア）30～40名が３年生の指導をする。
　弱みは、卒業生パワーが弱いこと。まだまだ卒業生が少ないため。
９．まとめ
　麗澤大学は、キャリア教育、長期インターンシップ、卒業生による面談等就職支援のさまざまな取り組みを組織
的に行っている。しかし、キャリア教育は、必修ではなく選択科目であり、受講者も決して多くない。また、長期
インターンシップも最近始めたばかりである。となると、いったい何が麗澤大学の就職支援の強みなのか。
　課長の長谷川氏に、就職支援で学生の就職率を上げている一番効果のあるものについて伺ったところ、次のよう
な答えが返って来た。
　「それは、企業面談と学生面談です。企業面談ではその企業が求める人材像、学生の能力等をつかみ取ります。また、
一方の学生面談ではその学生の能力や気質、就職希望先を聞き、時間を取り一緒になって考えます。企業の情報と
学生の情報を同時につかんでいるのは、センターの職員のみです。この情報をもとに企業と学生の適切なマッチン
グを図ることが何よりも重要であると思います」
▲左：川瀬主任、右：長谷川キャリアセンター課長
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　インタビューに答えてくれたのは、キャリアセンター課長の長谷川善仁氏と主任の川瀬達也氏の２名であった。
15時から始まったインタビューは、17時を過ぎまで続いた。お二人とも非常に熱心に私の質問に答えて下さった。
経済学部教授のセンター長は、ちょうどロシアに出張中ということで、残念ながらお会いすることはできなかった。
（担当：岸本）
＜事例２＞
【大学名】東日本国際大学（ひがしにほんこくさいだいがく）
【所在地】〒970－8567 福島県いわき市平鎌田字寿金沢３７
【沿　革】1966年　昌平坂学問所の精神を受け継ぎ、昌平黌短期大学設立
　　　　 1972年　いわき短期大学と校名変更
　　　　 1995年　東日本国際大学設立（いわき短期大学商経第一、二部の改組転換。短大はそのまま存続）。
　　　　　　　　 経済学部：国際経済学科、経済情報学科
　　　　 2000年　附属中学・高等学校を設置
　　　　 2004年　福祉環境学部新設
　　　　 2007年　経済学部を改組し、経済情報学部を発足
【在学学生数】
経済情報学部
国際経済学科 164 名（夜間生含む）
経済情報学科 272 名（夜間生含む）
福祉環境学部
社会福祉学科 68 名（1.2 学年のみ）
精神保健福祉学科 40 名（1.2 学年のみ
留学生別科 21 名（１学年のみ）
（2007年４月現在）
【就職実績】就職内定率
　　　　　 経済情報学部 92.3％
　　　　　 福祉環境学部 92.1％
　　　 　　（参考：短大幼児教育科は２年連続100％）　（2011年４月16日現在）
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【東証上場企業及び公務員への就職率の推移】　　　　　  
卒 業 時 期 H. 20. ３ H. 21. ３ H. 22. ３ H. 23. ３
経 済 情 報 9.6％ 9.9％ 15.5％ 36.4％
福 祉 環 境 4.3％ 14.5％ 12.9％ 3.4％
【ヒアリングによる分析と考察】
１．就職支援状況
・キャリアセンターの組織体制…四大・短大事務室の中に、学務課・入試広報課・就職指導課の３つがある。就職
指導課は、次長の遠藤紀男氏のほかスタッフ２名で、四大と短大の対応を行っている（遠藤氏はキャリアセン
ターでの相談業務、求人先企業開拓の他にキャリア科目の講義も担当）。
２．企業との関係構築…積極的な企業アプローチを行い、求人先企業の開拓のために、年間700社を超える企業訪問
を行い、複数回の学内企業説明会を開催。2011年１月の説明会には県内26社の企業を招聘
した。
３．資格取得のサポート体制…高校教員資格（公民、情報、商業、福祉）、公務員試験、情報処理（ＩＴパスポート、
基本情報処理技術者）、日商簿記、ファイナンス・プランナー、社会福祉士、精神保健福祉士国家試験受験資格、
社会福祉主事、児童福祉司、児童相談員、家庭相談員任用資格、住環境コーディネーターなどの資格取得が可能。
・公務員試験講座Ⅰ～Ⅳ…卒業必要単位には含まれないが、選択科目として単位付与。外部委託はせずに、学内の
教員が担当している。実績としては、いわき市役所、足利市役所、佐野市役所、習志野市役所、警視庁、福島県
警、神奈川県警、自衛隊（陸上、航空）など。
・国家試験対策…福祉環境学部では、３年次秋～４年次末（国家試験直前）までの期間、通常の授業とは別に受験
の全科目について学習する「国家試験対策講座」を設けている。指導は各科の専任教員によって行われている。
４．キャリア科目…教養科目の中に位置づけられており、経済学部では必修の「キャリアガイダンス」の他、選択
科目として「自己啓発とキャリア」、２年生で「キャリアデザインⅠ」、３年で「キャリアデザインⅡ」、４年生で
「職業意識の形成とキャリアプランニング」を履修する。スポーツマネジメントコースのための「スポーツビジネ
スにおけるキャリアデザイン論」という選択科目もある。専門科目としては、「キャリア演習Ⅰ、Ⅱ」がある。
５．インターンシップ…選択科目。いわき市商工会議所が中心となり、積極的に受け入れ企業を確保。学内の成果
発表会だけでなく、市内の大学・高専の学生による成果発表もあり、産学協同により効果を上げている。教職員
によるインターンシップ委員会を設け、事前教育・成果発表会など、力を入れて取り組んでいる。
▲キャリアセンター次長　遠藤氏
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６．その他
　ａ．留学生と日本人学生の交流を促進する「異文化交流」プロラムが正課（自由選択科目）となっている。平成
　　　19年度は福島県留学生弁論大会で優勝、２等賞、３等賞を独占、日本語検定１級合格者５名を輩出するなど、
　　　留学生対応に注力して来た成果が表れている。
　ｂ．スポーツ振興…野球部、柔道部、弓道部、バドミントン部、卓球部、サッカー部、空手部の７部を「強化指定部」
　　　として総額700万円の財政的支援を行っている。スポーツ特待生の制度もあり、在校生のモチベーションアッ
　　　プだけでなく、県内外の優秀な高校生アスリート招聘効果があると思われる。
　
７．まとめ
・民間企業から転進したという遠藤次長のエネルギーが大いなる牽引車としてキャリアセンターや学生、企業を巻
き込んで前進しているという印象を受けた。学生数から考えれば、決して多いとは言えない職員数であるにも関
わらず、授業で教え、個別の学生相談にも応じながら、企業訪問をこなしている遠藤次長のバイタリティが「東
北の私大で就職率ナンバーワン」という結果を導き出しているようだ。
　　どの時代でも、就職内定率が高い大学には、名物就職室長やカリスマキャリアセンター長が存在して話題にな
ることが多いが、その原則は今の時代にも脈々と受け継がれていることを目の当たりにした。学生は教員や職員
の本音を敏感に察する。教職員が必死になって、１人でも内定を取らせようと多くの企業相手に奔走しているの
を見れば、おのずとその熱意は伝わって行くものなのだろう。
・就職活動がインターネットの時代に入り、求人情報もネット検索が当たり前となっている。東日本国際大学も、
もちろん学生はインターネットで求人情報を得るシステムがあるが、それに主体的にアクセスするような学生で
あれば、放っておいても自分で就職活動を行って行く。そうではない学生も少なからず存在するので、あえて昔
ながらの紙の求人票も学生が通る廊下にびっしりと掲示してある。
　　さほど就職活動に一生懸命ではない学生でも、登校して何気なく目にした１枚の求人票から、積極的な活動を
スタートする場合もある。いちいちパソコンを立ち上げて、学校のＵＲＬにアクセスし、さらに求人情報までた
どり着く手間と時間を考えると、「廊下に求人票」の旧来の方式が、学生にとっては有難いはずだ。インター
ネット全盛時代に、こうしたアナログ方式も共存させるという柔らかい思考が大切であると痛感した。
　　経費をかけて、新しい方法論を導入するだけでなく、ちょっとした発想でより効果が上がる方式はいくらでも
あることに気付かせてくれた。
・東日本国際大学の沿革を見て判るように、建学の精神は一言で言えば孔子の教えであり論語の精神である。学生
は論語の授業が必修になっている。私見であるが、初年度から孔子について学び、論語を理解して行くプロセス
というものは、結果として素晴らしいキャリア教育になっていると思われる。
▲びっしり貼られた求人票 ▲卒業生の就職先まで掲示している
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　　就職の実戦の場では、コミュニケーション能力やエントリーシートを書くための文章力が要求されることになる
が、継続して論語を読み続けることが読む力だけではなく、理解した内容を相手に伝える力や、良い文章の鋳型
が頭に入っていることから日本語としてきちんとした文章を書く力をも育てていると思われる。  （担当：松崎）
＜事例３＞
【大学名】羽衣国際大学（はごろもこくさいだいがく）
【所在地】〒592－8344　大阪府堺市西区浜寺南町１－89－１
【沿　革】1923年　羽衣高等女学校
　　　　 1947年　羽衣学園中学校　開校
　　　　 1948年　羽衣学園高等学校　開校
　　　　 1964年　羽衣学園短期大学（文科・家政科）　開学
　　　　 1997年　羽衣学園短期大学に国際教養学科　開設
　　　　 2002年　羽衣国際大学　産業社会学部　開学
　　　　 2005年　羽衣国際大学　人間生活学部　開設
　　　　 2006年　羽衣国際大学　産業社会学部産業ビジネス学科を改め、キャリアデザイン・放送メディア映像の
　　　　 　　　　２学科体制に
　　　　 　　　　羽衣学園短期大学　閉学
【在学学生数】
学部 学科 在籍者数
産業社会学部 放送・メディア映像学科 164 名
キャリアデザイン学科 392 名
産業ビジネス学科 4 名
　　　　小計 560 名
人間生活学部 食物栄養専攻 262 名
介護福祉専攻 87 名
生活マネジメント専攻 131 名
　　　　小計 480 名
　　　　総計 1,040 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （2010年５月１日現在）
115
【就職実績】就職内定率
産業社会学部… 72名（ 63名）　74.3％（81.8％）
人間生活学部…105名（103名）　87.5％（88.0％）　　※（　　）内は留学生を除いた数字
【ヒアリングによる分析と考察】
１．就職支援体制
・キャリアセンターの組織体制…就職支援、資格取得支援、インターンシップの３つのセクションに８人のスタッ
フ（専任職員３名、嘱託１名、キャリアカウンセラー３名、派遣職員１名）
・教員の組織する「キャリア委員会」と連携し、方針・具体策を決定している。全教員には委員会を通じてキャリ
アに関する指導方針が伝わる仕組みである。
２．資格取得奨励…羽衣エクステンションセクションによる資格支援が充実している。20以上の検定、30以上の資
格対策講座を提供し、一定レベルの資格には２～６単位を認定している。
　「HEC検定クーポン」で、受講希望講座の受講料、検定の受験料などが最大5,000円まで割引きを受けることが出来る。
　留学生に対しては、日本語１級試験の費用全額負担している。この他にも、学科によって、たとえば栄養士国家
試験に関しては、専用のサーバーを設置し、e-Learningによる模擬受験が可能となっている。
３．保護者対応…教育懇談会の他に、保護者対象の就職・進路セミナーを実施して、就職活動への理解を得て家庭
での協力も求めている。
４．企業との関係構築…年３回「学内合同企業セミナー」を実施。約150社が参加。「学内企業選考会」（個別説明会
や面接会）も実施。
５．キャリア教育科目…正課授業に多くのキャリア科目がある。産業社会学部３年では通年科目「キャリアプラン
ニング」、人間生活学部では「就職支援プログラム」を開講している。
　その中で、内定者を「ジュニア・アドバイザー」、OB、OGを「キャリア・アドバイザー」として招聘し、後輩学
生の支援を行っている。
　また、2010年度入学生より、キャリアデザイン基礎論Ⅰ、Ⅱ、キャリアデザイン論Ⅰ、Ⅱ（必修）、キャリアプラ
ンニングⅠ、Ⅱ（選択）と低学年からのキャリア教育に力を入れている。
６．インターンシップ…開学以来の実学教育の柱として位置づけている。「インターンシップの羽衣」というイメー
ジが強く、評価も高い。
・事前教育として正課科目「インターンシップ論」２単位
・インターンシップⅠ：短期２週間２単位
・インターンシップⅡ：中期４週間４単位
・インターンシップⅢ：長期：最長６カ月16単位
・海外研修にも注力…シンセンのテクノセンターでのインターンから、タイでの海外ボランティア、オーストラリ
ア語学研修など）
７．入学前研修
・オープンキャンパスで入学前集中講座。継続学習はe-Learning（羽衣国際大学カスタマイズ）で自宅学習だが、
Web上で添削も。学内学習会３回とハガキ応援作戦で98.9％の履修達成。
・さらに前述の羽衣検定も実施。
・希望者には「高大接続英語」講座。正規科目で、２月下旬～３月中旬までの土日15回。出席と修了テストによ
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り、入学後１単位の認定。例年10～15名が参加。
・各学科で600～1,000字のレポートを課し、産業社会学部ではビジネス検定３級の問題集を配布し、提出を義務付け
ている。
・入学予定者によるプレゼンテーション大会（グループワーク、パワーポイント作製含む）→学長表彰
・在学生による各種プログラム「先輩と語ろう」：小グループに別れてディスカッションし、入学後のモチベー
ションアップを図る。インターンシップ、ボランティア、学科の講座など様々。
・入学後の担当に決まっている教員が「学び探求シート」を書かせる。
８．新入生研修…テーマパークで研修し、具体的な職業イメージを持たせる。「働くこと」や「仕事」について、現
場見学を通して感じ、考える。キャリア研修プログラムは実務家教員が加わって開発。研修後に学んだこと、自分
がやりたいこと、自分が果たせる役割とそのために必要な能力開発についてレポート、それを１年次の基礎ゼミナー
ルで活用している。
９．その他
・南大阪地域大学コンソーシアムで単位互換制度などを充実させ、学生の学力向上を図る。
・2008年に戦略的大学連携支援事業に採択され、桃山学院大学を代表とした６大学連携で、「実践力のある地域人
材の輩出」をテーマに研究教育活動を実施。
・「羽衣教養検定」…学士力養成のため、一般常識を中心に出題。就職試験を平易にした内容。全学学生に実施。
優秀者は学長表彰
・必読書を１週間１冊４年間。読書感想文に全学で取り組み、優秀者の学長表彰する。
10．まとめ
　高等女学校から短期大学を経て四年制大学へと移行してからまだ９年目であるという沿革や、少人数であること、
産業社会学部でスタートして２学科制に変換した経緯など、本学と非常に類似点が多い大学であった。偏差値もほ
ぼ同じような水準である。
　インターンシップ先進大学としては、立命館大学が有名であるが、規模の大きい大学だからこそ出来る体制など
ということもあり、小規模大学ながら初期からインターンシップに力を入れて来た羽衣国際大学では、就業力の育
成に大いに効果があることを示す良い実例であると思われた。
　しかし、キャリアセンター長（取材当時）の竹内氏によると、例年、インターンシップ参加者の数が減って来ており、
必ずしも就職内定率との明確な関係性はないようだということだった。
　産業社会学部を改革して、新たに開設した２学科においては放送・メディア映像学科は学生には人気であり、設
備なども充実させて来たが、放送業界は就職先が限定されるために、競争が激しくなかなか内定者が出ないという。
逆に、人間生活学部の食物栄養専攻や介護福祉専攻では、栄養士や介護福祉士などの資格に裏打ちされている強み
があり、内定率は高い。特に求人の多い業界である介護関連は好調のようである。
　資格支援に注力している点も本学と類似しているが、初年次からの基礎力・学士力を重要視していることと、入
学前の教育にもきめ細かい配慮をしているという点に驚かされた。キャリア科目の初年次導入のみならず、新入生
合宿も単なるオリエンテーションに止まらず、「働く」を考えるという明確な目的に沿って研修の形で行われている
点に注目したい。
　付け焼刃の就職力養成ではなく、「羽衣教養検定」や必読書に見られるような地道な努力で学生に力をつけようと
する姿勢は、一見遠回りであるように見えてそれこそが王道なのではないかと思われた。　　　　　　（担当：松崎）
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＜事例４＞
【大学名】松本大学（まつもとだいがく）
【所在地】長野県松本市新村2095番地１号
【沿　革】1898年　私立戊戌学会　創立
　　　　 1911年　松本商業学校と改称
　　　　 1953年　松商学園短期大学　開学
　　　　 2002年　松本大学　総合経営学部総合経営学科　開学
　　　　　　　　 松商学園短期大学を松本大学松商短期大学部に改称
　　　　 2006年　松本大学　総合経営学部に観光ホスピタリティ学科増設
　　　　 2007年　松本大学　人間健康学部（健康栄養学科、スポーツ健康学科）を開設
【在学学生数】
学部 学科 在学学生数
総合経営 総合経営 431 名
観光ホスピタリティ 382 名
人間健康 健康栄養 342 名
スポーツ健康 406 名
合計 1,561 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2010年５月１日）
【就職実績】
総合経営学部…90～95％
人間健康学部…97％
【ヒアリングによる分析と考察】
１．就職支援体制
・キャリアセンターの組織体制
　専任の職員数は３名、嘱託職員は３名、派遣職員２名で、大学と短期大学を担当。
・全職員に資格取得を奨励。有資格者、現在、学習中の職員も多い。
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資格一覧　　　　　　　  　※（　）内は学習中。
キャリアカウンセラー　 ６名（３名）
産業カウンセラー　　 　　　（３名）
ＥＱトレーナー ２名
ＥＱプロファイラ― ３名（１名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （2009年5月）
　この他、桜美林大学大学院「大学アドミニストレ―ション研究科」の通信課程に入学した職員もおり、資金援助
も行っている。
　職員研修も年数回行い、信州大学とは事務職員の交換職場研修も行っている。
　資格の有無ではなく、資格を取るための学習プロセスそのものが、学生支援に大いに役立つと思われる。職員の
モチベーションも向上し、学生に対してもプラスに作用すると考えられる。
２．キャリア科目…「実践的教養科目」として学科ごとに定められた科目群に、キャリア関連科目が組み入れられ
ており、専門科目とキャリアの科目をドッキングさせた部分が特徴的であり、相乗効果を上げていると思われる。
　総合経営学科では１年次に「キャリア入門」、２年次向けに「キャリア形成Ⅰ」、３年生対象の「キャリア形成Ⅱ」
などの科目が必修となっている他、４年生では「社会人になるために」、「ワークインフォメーション」などの社会
人になってから役立つ講座で学ぶ。
　観光ホスピタリティ学科では、「キャリア形成Ⅰ」、「マナー概論」、「キャリア形成Ⅱ」を必修科目として、「コミュ
ニケーション学」、「接遇演習」、「観光コミュニケーションⅠ」、「社会人になるために」などの科目がある。
　健康栄養学科・スポーツ健康学科では、「マナーと接遇」、「キャリアカウンセリング基礎Ⅰ」を必修とし、「ＥＱ論」
も選択科目として実施されている。
　学生は自らが学ぶ学科の専門に即したキャリア科目を受講する事が出来るので、学びの意欲が向上すると思われ
る。また、教える側からも、その学科を出てどんな職業に就き、どう働いているのかをより具体的に示せる上、ゲ
スト講師などの招聘もしやすい。総論としてではなく、生きたキャリア教育を行える環境になっている。
３．キャリアカウンセリング…入学前段階から、３年次まで専門のカウンセラーによるキャリアカウンセリングを
全学生対象に実施。入学前では、大学生活や勉学の方向性を各自が明確に出来るよう配慮する。２、３年次では、
就職意識・職業意識を身につけ、将来の方向性を明らかにすることに主眼を置いている。各学生のカルテ報告書も
提出する。
　学年ごとに時期をずらして実施するが、カウンセラーの人数も必要なためキャリアカウンセラーの人脈を開拓し、
今ではリストに50～60人の登録があるという。
　単発的なカウンセリングではなく、１人の学生をプロのカウンセラーが長期的に支援していく方法は非常に丁寧
な学生対応でありかつ効果が期待されるサポートシステムである。
４．インターンシップなど…インターンシップのみならず海外研修、社会活動などを奨励している。正規授業科目
においても、「アウトキャンパス・スタディ」として、それぞれの学科でゼミと実習科目として見学型と体験型に分
けて積極的に実施されている。
　社会活動のひとつとして2005年に「地域づくり考房『ゆめ』」という画期的な組織を構築している。専任スタッフ
（教員１名、職員３名）が学生による地域活動をサポートする専門組織として、初期は学内の一室に設けられていた
だけであったが、2008年に松本駅前にワークステーションを設け（学生ＧＰで採択された）、松本市役所、松本商工
会議所などとの連携のもと、学生と地元とを結びつける役割を果たしている。
　「地域づくり学生チャレンジ制度」などで助成金を出すなどの経済的支援も行い、活発な活動を推進、学生の自主
企画から製品化されてビジネスへと発展したケースもある。
　このような取り組みは、地域連携だけでなく、学生の職業意識を高め最終的には就業力の育成に大きく貢献して
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いる。実際に、それまでに学生が行った地域活動との関連で進路相談に応じるなどもしており、キャリアセンター
との連携はもちろん、公的セクターに連絡を取り学生の就職実現への協力依頼をすることもあるという。
５．その他
　履歴書やエントリーシートに関しては、学生に書かせるまではキャリアセンターで誘導するが、その後の添削は
外部委託している（2011年より学研メディコン、2010年まではベネッセコーポレーション）。現在、利用中のシステ
ムでは赤字で添削・コメントを入れてもらえるだけでなく、Ａ～Ｅまでの５段階評価もつくため学生にとってはど
こをどう直せば良いかが明確になるだけでなく、自分がどのレベルにあるのかも判り、モチベーションアップに繋
がるのではないかと思われる。
６．まとめ
・他大学に比較して、格段に職員の能力開発に力を入れていることに驚嘆した。大学の規模が多くなるほど、サラ
リーマン化した職員が増えて５年ごとにどんな職場に異動するかわからないような状況では、「就職支援のプ
ロ」が育ちにくいことは自明である。様々な部署への人事異動が少ない小規模大学のほうが、腰を落ち着けて
「プロ化した職員」を育てる事が可能なのかもしれない。
　　たとえ企業で人事を担当したというキャリアがあっても、大学生の就職支援には違った側面がある。発達段階
のキャリアデザインについて、キャリアの資格を取得する際に学ばねばならない多くの事柄が、実践の場で役に
立つのである。さらに有資格者としての人脈を駆使して、全学学生にキャリアカウンセリングを受けさせるため
の下地作りに寄与している点も多いに参考になった。入学前から継続して、学外のキャリアカウンセラーが公正
な判断に基づいてカウンセリングを行うことは非常に重要であり、カルテとして報告し、学内で情報共有する仕
組みも、学生をトータルに指導して行く点で大変効果的であると思われる。
・さらに、履歴書やエントリーシート作成のために、内部での「書かせるまでの誘導」と外部の教材＋添削のシス
テムを上手に組み合わせて活用している点にも注目したい。
　　必修科目である「キャリア形成」や選択科目の「キャリアカウンセリング基礎Ⅱ」でも文章能力の育成を行っ
ている点にも注目したい。
　　文章能力育成は、正規授業科目にあっても当然であり、本来、短時間に片手間でできる仕事では無い。多くの
大学のキャリアセンターでは、キャリアカウンセラーによる就業支援と、就職のための文章指導が混在している
のが現状であるが、キャリアカウンセリングが得意なカウンセラーが、必ずしも説得力のある文章を書く事が得
意であるとは言えない。600人を超える学生のエントリーシートを添削して来た経験から、職員やカウンセラーの
文章指導が最適とは言えないケースにも、しばしば遭遇した。このような文章指導は質において均一ではないた
め、外部のプロに委託することで一定の基準のもとでの添削と評価が得られるシステムは学生にとっても納得が
行くものであると思われる。また、キャリアセンターの側でも、添削のコメントを読んで、客観的な判断の下で
学生に最適なアドバイスをすることが出来るというメリットがある。　　　　　　　　　　　　  （担当：松崎）
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＜事例５＞
【大学名】大阪国際大学（おおさかこくさいだいがく）
【所在地】大阪府枚方市杉３丁目50番１号（枚方キャンパス）
 大阪府守口市藤田町６丁目21番57号（守口キャンパス）　
【沿　革】1929年　帝国女子薬学専門学校の姉妹校として帝国高等女学校設立
 1938年　帝国高等女学校設立者を財団法人　帝国学園とする
 1951年　財団法人帝国学園を学校法人帝国学園に改組
 1965年　帝国女子大学（家政学部）を開学
 1988年　大阪国際大学（経営情報学部）を開学
 1992年　帝国女子大学を大阪国際女子大学に校名変更、家政学部を改組し人間科学部を開設
 　　　　大阪国際大学に政経学部（2000年、法政経学部に名称変更）を開設
 1993年　学校法人大阪国際学園に法人名称変更
 　　　　大阪国際大学に大学院経営情報学研究科修士課程開設
 1995年　同　博士（後期）課程開設
 1998年　大阪国際大学に大学院総合社会科学研究科修士課程開設
 2002年　大阪国際大学に人間科学部開設、大阪国際女子大学学生募集停止
 2007年　大阪国際大学に国際コミュニケーション学部を開設
 2008年　大阪国際大学経営情報学部及び法政経学部を改組し、ビジネス学部及び現代社会学部を開設
【在学学生数】（大学院は除く）
経済情報学部 42 名
法政経学部 39 名
ビジネス学部 828 名
現代社会学部 537 名
人間科学部 1,397 名
国際コミュニケーション学部 609 名
　　　　　　　　　　　合計 3,452 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2011年５月１日現在）
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【就職実績】就職内定率
経営情報学部……………………81.5％（就職決定者110人、就職希望者238人）
法政経学部………………………86.8％（就職決定者  79人、就職希望者  91人）
人間科学部………………………83.0％（就職決定者250人、就職希望者301人）
国際コミュニケーション学部…89.8％（就職決定者  80人、就職希望者  89人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （2011年５月１日現在）
【ヒアリングによる分析と考察】
１．就職支援体制
・キャリアセンターの組織体制…キャリアセンターの業務は、学生指導、求人開拓、進路関係を３本柱としてい
る。サポートは、全体、グループ、個人の３パターンで指導や行事を行っている。
　　学長―副学長―事務局長のラインに連なって、事務局長の下に、入試・広報部、キャリアセンター、庶務部の
３部門が所属。
　　キャリアセンターではセンター長の下、課長１名を含めて総計18名（うちキャリアカウンセラーの有資格者８
名）で、センター長、課長を除き２つのキャンパスに配属され業務。　
・キャリアセンター運営委員会は、各学科から選出された教員、キャリアセンター職員の計12名からなり、月一回
の委員会を開催し情報を全学で共有している。
・キャリアセンターの今後の方針としては次の通り。
①　求人企業開拓の強化→求人開拓専任者だけでなく他の職員も含めた求人開拓を行っているが、今後は専任職員
　　の増員を予定
②　進路指導の強化→キャリア教育、就職セミナー、個別面談を意識的に連携し、年間行事として位置づける。
②　斡旋活動強化→企業セミナー開催回数を増やし、学生に迅速に求人情報を提供する。
２．企業との関係構築
　企業を招いて学生とのマッチングを図る「企業セミナー」を学外で年間数回開催している。学内でも１～２社に
来訪いただき、説明会を随時開催している。
３．キャリア教育科目
　厚生労働省認可の「若年者就業基礎能力支援事業（ＹＥＳプログラム）の廃止に伴って全体的な見直しを図って
いるが、現在は、読み書き、計算、社会常識、ビジネスマナー、職業人意識、コミュニケーションの６つの能力向
上に重点を置いた「キャリア開発プログラムⅠ～Ⅲ」を展開している。
　2009年度より、２年生対象に「セミナーⅡ」のうち３～５コマを「働く意味」、「自己理解・自己発見」などキャ
リアマインドを育成するためのカリキュラムを導入。キャリアセンター職員とゼミ担任と協同して行っている。
４．インターンシップ、留学など
　インターンシップは、枚方キャンパスでは２年次から、守口キャンパスでは３年次から実施。期間はおおむね２
週間（実質10日間）。
　19年度148名参加から、21年度は71名と参加者が半減しているが、原因は事前教育・指導を厳しくしたためと分析
している。
　なお、国内のみならず、海外インターンシップも実施している。インターンシップ以外にも、留学や海外研修を
推奨し、学生の主体性涵養に努めている。
　留学先：中国、韓国、台湾、米国、カナダ、ニュージーランドなどに中長期の留学提携大学あり
　研修先： 春期・夏期の短期研修先としては、上記の国の他、オーストラリア、カンボジア、タイ、モンゴル、ベ
トナムなどがある。内容は語学研修、ボランティア、日本語教員アシスタントなど多彩。
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５．資格取得を奨励：（課外活動奨励者奨励金を付与、表彰）しており、例えば、これまでに次の資格が取得され
ている
＜教員免許、学芸員、認定心理士、健康運動実践指導者資格、初級障害者スポーツ指導員資格、ビジネス実務士資
格、上級ビジネス実務士資格、カウンセリング実務士資格、健康管理士一般指導員資格、実用英語技能検定２級、
TOEIC550以上、パソコン検定３級、販売士３級、法学検定３級、宅地建物取引主任者、ビジネス著作権検定初級、
CGクリエーター検定デジタル映像部門３級＞
６．その他
・キャンパス・ライフ・クリエーター制度：主に２年生以上の学生メンバ―を中心として、新入生合宿のアドバイ
ザー、就職相談会、近隣の大学訪問調査とそれに基づく改善点の提言など行っている。
・SNS「絆ネット」の活用。2009年より正式採用し、授業科目、就職活動、クラブ活動に関する学内のコミュニケー
ションが活性化した。
・中退者が多い時期があり、学生の「やる気」を引き出すために、トレーディングルームでの仮想ビジネスゲーム
など、実践的な科目を多く配置し、少しずつ効果が上がっている。
・文部科学省の『「大学教育・学生支援推進事業」学生支援推進プログラム』に採択され、予算がついたのでニン
テンドーDSを約800台購入し、学生に貸与。就職常識やSPIを学ぶツールとした。
　　ゲーム機を使っての就職支援という画期的な試みであるが、現代社会学部の中野健秀准教授によれば、現状で
は導入したばかりであることと、枚方キャンパスでの800台という限られた台数によるチャレンジなので、結果は
まだ不明ということだった。
　　導入にあたっては、DS本体の割引は受けられなかったが、市販の就職支援関係のソフトを低廉な費用で購入で
きるなど、好条件に恵まれたという。ただし、学内で、教員対象のDS使用にあたっての説明会も開催したが、教
員全員からの理解が得られたかという点になると批判的にとらえられた部分もあったようだ。高齢の教員ほど、
学問の世界に遊びの道具を持ちこむという事に拒否反応を示したのではないかと推察される。
　　学生からの反響としても二分される状態で、元から就職活動に積極的である学生は意欲的に取り組み、通学の
時間を使ってゲーム機で一般常識やSPIの問題を解くなど活用しているという。
　
▲左：庶務課  中山氏、右：中野准教授
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７．まとめ
　大阪国際大学は、学部増設・改組を行い、大学院も設置するなど変革に次ぐ変革に圧倒される大阪国際大学であ
るが、かつては中退者が多く、対策を立てなければならなかったなど本学と共通の悩みを有していた。
　ニンテンドー DSを使用した就職支援という発想は画期的かつ非常にユニークなものである。パソコンよりもゲー
ム機の扱いに習熟している学生は多いと思われ、講義スタイルの授業には前向きにならない学生でも、ゲーム感覚
で学べるという環境を与えれば、自発的に取り組む可能性は高いのではないだろうか。
　しかし、３年の就職活動のスタート時期からではなく、初年次教育からこのシステムを導入して、学生が授業以
外に主体的に学ぶという習慣をつけさせることが必要であろう。通学時間や講義と講義の間の空き時間など、細切
れの時間でも自分から学びのために使えるのだという発想に慣れて行けば、自然と効果が上がるのではないかと考
える。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （担当：松崎）
おわりに
　５つの大学を回り、様々な就職支援の在り方やキャリア教育の現状などについてもヒアリングを行って来たが、
そこからが導き出した書く大学の成功要因は次のポイントに要約することができる。
　（１） 初年度教育・カウンセリングの重要性
　（２）キャリアセンター職員の教育・質の向上
　（３）企業との密なる関係性の構築
　（４）情報機器・システムの効果的な利用
　以下にそれぞれ、順を追って考察を進めて行きたい。
　（１）初年度教育・カウンセリングの重要性
　文部科学省の推進策もあって、キャリア教育を低学年からスタートすることにした大学は少なくない。しかし、キャ
リア教育以前に学士力の重要性に気付き、様々な方策を用いて学生の基礎学力を向上させようとする例が多く見受
けられた。羽衣国際大学の必読書、　「羽衣教養検定」などが典型的な例であるが、毎週１冊の本を読み感想文を書
くという一見単純な課題が４年間継続することで大きな効果を上げるだろうことは想像に難くない。美しく正しい
日本語の文章が「鋳型」として頭にインプットされることで、自分の書いた文章のどこが間違っているのか、どこ
がおかしいのかが感覚的に理解できるようになるだろう。それは、美しく正しい、説得力のある文章作成の第一歩
である。同様に、東日本国際大学の論語の必修科目も、継続するうちに学生の力を高めて行くと思われる。
　さらに、羽衣国際大学の場合には、オープンキャンパスを単なるお祭りや縁日に終わらせず、初年度教育へ繋げ
ていることにも瞠目せざるを得ない。英語などは講習を修了した高校生に１単位を付与し、大学入学後に「使える」
単位としている。新入生合宿すらも、キャリア教育の一環となり1年次のゼミナールに繋がっている。
　松本大学でも、入学前の期間を有効に活用している。入学前カウンセリングで、大学で何を学び、将来どのよう
な仕事に就きたいか、そのためには大学での４年間、あるいは２年間をどのように過ごせばいいかなどについての
自分の考えを、プレ新入生たちやキャリアカウンセラーに話すことで、目的意識を明確にして、大学生活をより有
意義なものへと導くよう工夫している。
　こうした教育の連続性・継続性が入学前と初年度に存在することで、基礎的な学士力の有効な土台を作って行く。
それが結果的に就職活動に強い学生、本番で勝負できる学生を育てて行く。就職のためだけに特化した秘策がある
わけではなく、学生本来の力を初年度からきっちりと育てて行くことこそが、最も効果的な就職支援の基本である
ことに改めて気付かされた。
（２）キャリアセンター職員の教育・質の向上
　どの大学のキャリアセンターでも、複数の職員がキャリアカウンセラーなどの有資格者であった。外部委託のカ
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ウンセラーに丸投げするというケースは無く、想像以上に正規職員の意欲が高く、資格取得者であったり、資格取
得のために学習中であるなどした。
　松本大学のように、他大学の通信教育を受ける職員に経済的支援をしているところもある。自分の大学のキャリア
センターにおいて質の高いカウンセリングを実施するためには、数年でいなくなる嘱託社員としてのキャリアカウン
セラーではなく、ずっとその大学に腰を据えて学生の経年変化も見守って行ける人材が不可欠である。来年か再来年
までという限られた任期の中では、優秀なキャリアカウンセラーであってもおのずと限界がある（雇用の継続や正規
職員として登用するという方向性もある）。大学に対するロイヤリティにも、もちろん大きな差があるだろう。
　今回ヒアリングした大学ばかりでなく、亜細亜大学ではキャリアセンター長が率先してキャリアカウンセラーの
資格を取得したところ、指示したわけではないのに部下が続々と資格を取得し始め、学習中の1名を除いてすべてが
有資格者になったという事例（2006年）も聞いた。法政大学にも、職員が資格を目指して学習する場合はそれにか
かる費用を負担する制度がある。学生対応・サポートの質を向上させることが、結果的に就職内定率を上げるとい
う因果関係は明確であり、そのための「先行投資」として職員の資格支援をサポートするということは大学の就職
支援戦略に不可欠な要素であると考えられる。
　また、資格取得だけではなく、トップの必死な姿勢がキャリアセンター全体を引っ張って行くという事実も忘れ
てはならない。前述した亜細亜大学でセンター長の資格取得が、他の職員の背中を後押しする効果があったように、
東日本国際大学ではキャリアセンター次長の遠藤氏の奮闘に周囲も協力を惜しまない体制となっている。かつて、
数十年前の石油ショック後の就職氷河期においても、就職内定率の良い大学には名物（カリスマ）就職室長がおり、
東日本では「明治の西（室長）、上智の千葉（室長）」と言われてマスコミにも再三登場し、企業にアピールするな
どの活動をしていた。西室長の名刺は裏面に「本学の非常に優秀な学生です。よろしくお願い致します」という裏
書きがあれば、それで内定したという「ご印籠名刺伝説」が残っているほどである。キャリアセンター長も、大学
の看板のひとつとして広報活動を担い、自らの大学の学生を売り込むという気概を持たなければ、就職戦線で生き
残れる大学にはなれないと言えるだろう。
（３）企業との密なる関係性の構築
　前述したように、企業対策を抜きにして就職支援体制は語れない。大阪国際大学では当然ながら企業開拓専任職
員はいるが、専任任せにせず全職員で企業開拓に取り組む姿勢を明確にしている。優良中小企業を探し、関係構築
して行くにはそうした地道な努力が必要であり、継続性と繰り返し行って行くことが重要である。営業活動はどん
な業界業種においても、原則は変わらない。何度でも断られても足を運び続け、努力を怠らない営業マンが信頼を
得るのである。通り一片の企業開拓では、何とかして優秀な人材を確保したいと真剣に考えている企業に足元を見
られてしまうだろう。
　年間に700～800社の企業回りをするという東日本国際大学の遠藤次長の素晴らしさは、他大学の追随を許さない
のではないか。次長というレベルの職員が頻繁に訪れる点も大きい。契約社員や嘱託社員が企業訪問するのではな
く、実際に生身の学生の就職相談に乗り、キャリア科目の授業を教えて学生を知り尽くしているキャリアセンター
次長が自ら訪問して、企業の人事課に熱意を持って「我が大学の学生」を売り込むのである。これ以上、優秀なセー
ルスマンがいるだろうか。東日本大震災で壊滅的な被害を受けた地域の大学であるにも関わらず、90％台の就職内
定率を達成できたのは、学生の努力もさることながら、キャリアセンター次長というトップセールスマンに負うと
ころが大であろう。
（４）情報機器・システムの効果的な利用
　ヒアリングを実施した大学では、麗沢大学、松本大学、大阪国際大学など多くがＳＮＳ（ソーシャルネットワー
キングサービス）を公式に採用しており、就職支援だけでなく学生生活の利便性を図っている。
　本学にも中村専任講師の管理による非公式ＳＮＳが存在し、筆者は授業で活用させて貰った経験があるが学生の
パソコンスキルの上達や、留学生の積極的な授業参加に関して一定の効果があった。昨今の就職活動ではインター
ネットが不可欠であり、エントリーもＷＥＢエントリーの時代に入っている。プライベートでＳＮＳを利用してい
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る学生も少なくないことから、積極的な活用によって学生の「就勝力」を向上させることが出来ると考える。また、
ＳＮＳを利用して自宅にいながらにして求人情報を得ることができれば、現在本学に多い「（就職）活動に消極的な
学生」層を、積極的なグループに移行させるきっかけになるのではないだろうか。
　また、携帯電話も学生のほぼ100％が所有している情報機器であり、この活用は早急に着手すべきである。学生が
前もって自分の希望する業種・職種を登録しておくと、それに見合った求人があった場合にキャリアセンターから
携帯メールが届くというようなシステムを取り入れている大学は少なくない。その求人に興味がなければ、そのま
まにして良く、詳しく知りたい・応募したい場合には登校してキャリアセンターを訪ねることになる。これも、全
体的な求人情報を送信するのではなく、学生の興味・関心のある業界に絞ってピンポイントで情報提供することが
重要である。法政大学のキャリアセンターでは、金融志望の学生のアドレスをリスト化し、学生の希望に見合った
求人や説明会の情報提供を行っていた金融業界担当の職員（当時）がいて、数年間で1000名近い学生のリストとなっ
たと聞き及び、職員の熱意に感服した記憶がある。
　大阪国際大学のゲーム機による自習システムも、教員の提案により実現したもので、大変に興味深いが、スター
トしたばかりであり結果は不明である。３年生からではなく、初年度教育で導入するとより効果的なのではないか
と推論するに止めたい。
　いずれにしても、情報機器やシステムの活用に関しては、スタートしたばかりというケースも多く、まだ課題が
多いように思われる。今後の研究・調査によって、この分野の成功事例・要因などを明らかにして行き、一日も早
く本学に有用な試みを導入し、学生の効率的なサポートを実現出来ればと考えている。　　　　　　　（担当：松崎）
